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研究成果の概要（和文）：波浪の長期変動に見られる線形トレンドに加えて，数ヶ月～数十年周期の変動成分について
の評価を行った．全球の月平均波高Hsに対する主成分分析の結果，数十年以上の変動である第1および第2モードに続く
，第3モードが5年から10年の変動成分を持つことがわかった．さらに，冬季月平均波高とWestern Pacific（WP）イン
デックスの相関から，日本海沿岸および東日本太平洋沿岸と西日本太平洋沿岸の間で，WPパターンに対する波高変動の
応答は逆であることを明らかにした．最後に，北太平洋域における冬季平均波高の将来変化予測より，将来の北西太平
洋北緯30度付近の冬季波高は減少する可能性が高いことがわかった．

研究成果の概要（英文）：This study analyzed seasonal to multi-decadal variation of long-term wave climate 
based on JRA-55 reanalysis and future wave climate projections. The 3rd mode of monthly mean wave height 
shows 5 to 10 year period variations based on principal component analysis. The monthly mean wave height 
in winter season shows clear correlation between Western Pacific (WP) index. The response of monthly mean 
wave height in winter season around Japan to WP index is opposite in comparison between the eastern and 
western Pacific coast of Japan. Furthermore, future changes of monthly mean wave height in winter season 
around 30 degree in the latitude will be decreased based on multi-model ensemble of future wave climate 
projection.

研究分野： 海岸工学

キーワード： 防災　海洋科学　自然現象観測・予測
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１． 研究開始当初の背景 
温暖化影響評価研究では，海面上昇などの

長期トレンドの予測が重要課題の１つであ
り，次の IPCC 第 5 次報告書でも 1 章を割い
て議論されている．海水温（SST）や風速の
長期的な観測や将来予測の結果は，長期トレ
ンドに加えて，気候システムの自然変動に起
因する数年～十数程度の変動（以下，自然変
動）を示している．同様な変動特性は，海面
上昇等，他の現象でも見られ，影響評価では
長期トレンドに加えてこの自然変動をどう
評価するのかが重要な課題である．特に長期
変化を評価する上で，自然変動のウェイトは，
全球から日本等の領域スケールへと狭くな
るに従って顕著になり，領域スケールの影響
評価や適応策を考える上で大きなウェイト
を占める．また，このような自然変動の影響
は，海浜変形の長期変化でも重要である．  
 
２．研究の目的 
工学的に重要な暴波浪災害や海岸侵食な

どの評価には，波浪の長期的な変動特性を明
らかにする必要がある．このような波浪場の
長期変動には温暖化影響評価で評価される
線形的なトレンドの他に数ヶ月～数年周期
の変動成分が見られるが，後者についてはほ
とんど検討されていない． 
本研究は，気候に起因する数ヶ月～十数年

の自然変動に着目し，気候と波浪の長期変動
の関係を明らかにすることを目標とする．特
に海岸工学で重要となる平均波浪場や極限
波浪場に着目し，１）数ヶ月～十数年の変動
特性，２）自然変動の要因，３）沿岸災害の
発生と自然変動との関係，さらに自然変動の
将来変化予測を目的とする．  
 
３．研究の方法 
研究の実施では主に波浪に関する以下の

３項目に着目し，実施した． 
１）過去の気候自然変動・長期沿岸リスク

変化の解析 
２）沿岸災害リスクに関わる自然変動要因

の抽出 
３）沿岸災害リスクの将来変化予測 

項目１で，主に過去の気象，波浪，海浜の観
測・解析値を用いて，現在までの長期沿岸リ
スクと気候自然変動について解析する．項目
２では，項目１で得られた気候と沿岸災害リ
スクの長期トレンドや変動について解析し，
気候システムの自然変動とリンクした沿岸
災害リスク，海域，季節依存性等について明
らかにする．さらに海洋や大気の変動指数か
らそれぞれの沿岸災害リスクを予測する手
法を構築する．最後に項目３では，項目２の
結果を気候変動予測結果に適用し，将来の沿
岸災害リスクの変動を評価する．全体を通し
て，気候自然変動と各沿岸災害リスクの関係
を評価する． 
 
４．研究成果 

（１）全球評価 
全球の波浪の自然変動の評価を行った． 

JRA-55 を外力として，スペクトル型波浪モデ
ル（WaveWatchIII）を用いた全球の長期波浪
推算を実施し，精度検証を行った．ついで得
られた結果の詳細な解析を行い，波浪特性の
長期変動特性について明らかにした． 
波浪の計算条件は，計算期間は JRA-55 と

同じ 1958 年から 55 年間，計算範囲は全球を
対象とした．また，空間解像度は JRA-55 と
同じ約 60km，時間解像度は 1時間であり，海
底地形は米国地球物理データセンター
（NGDC）のデジタル地勢データ ETOPO5 を用
い，300m 以深は深海条件として計算した．さ
らに，観測海氷分布データを用いて，極域の
海氷についても波浪推算で考慮した． 
波浪計算の外力である JRA-55 の高度 10m

風速 U10 と波浪推算結果の代表統計量である
有義波高 Hsおよび有義波周期 Tsの計算精度
については，洋上の長期観測データ（以下ブ
イデータ）および ESA の GlobWave による衛
星高度計データとの比較検証した．その結果，
十分な精度の過去再現結果が得られた． 
上記の計算結果は，これまでの長期波浪推

算結果と比較して，JRA-55 による平均波高お
よび極大波高の推定精度が良いことがわか
った．そこで月平均波高と月平均周期の関係
についての解析を行った．図 1 に示すのは，
JRA-55の各月のHsと Tsの関係をk平均クラ
スター分析した結果であり，図 1(a)は類似度

 

(a) JRA-55 の解析結果 

 

 

(b) Hs-Ts のクラスター分析結果 

図 1 月平均波高 Hs と月平均周期 Ts のク

ラスター分析結果と空間分布の関係 

 



で分類した空間分布であり，(b)は，クラス
ター分析された Hs と Ts の分類である．Hs
と Tsを6種類のクラスターに分類した結果，
月平均周期が長い，うねりの割合が大きい赤
道域では，ERA-40 等のこれまでの結果と差異
は大きく，南極海やインド洋などの短いフェ
ッチもしくは風波が支配的な海域での差は
小さいことがわかった．また，本研究で得ら
れた結果より，日本周辺は日本海側と太平洋
側で波浪特性がはっきりと異なる分類に分
かれ，それぞれ特徴的な Hs と Ts の関係を持
つことがわかった． 
ついで推算された長期波浪データをもと

に，Hs の長期変動（以下変動）と温暖化影響
によるトレンドについて解析を行った．月平
均波高 Hs に対する主成分分析の第 1 モード
の分布である．第 1モードの空間分布は，南
極海の陸近傍を除くと平均波高の空間分布
と非常に似ている．主成分分析で表される
年々変動については，図 2に示すように，主
成分の 3成分の寄与が支配的であり，第 1か
ら第 3モードの寄与率は 65.4%, 21.1%, 6.1%
である．特に第 1モードは，房総半島付近を
挟んで東西で符号が逆転しており，日本周辺
の領域スケールでも，変動成分の日本沿岸へ
の寄与が海域に依存することがわかった．ま
た，主成分分析のモードの時間変化より，数
十年以上の変動である第 1および第 2モード
に続く，第 3 モードが 5 年から 10 年の変動
成分を多く持つことがわかった． 
（２）日本領域の評価 
全球の結果をもとに，日本領域の波浪の自

然変動について解析を行った．先行研究より，
日本の冬季の波浪特性には，北太平洋で卓越
するテレコネクションパターンの1つとして
West Pacific (WP)パターンが重要であるこ
とがわかっている．WP パターンの変動に対応
した北太平洋域の温帯低気圧経路の南北シ
フトにより，北太平洋域で帯状の波高変動パ
ターンが存在し，特に北西太平洋北緯 30 度
付近における波高変動は，WP パターンに対応

した波高変動パターンの影響を強く受ける． 
WP パターンは，対流圏中上層高度場（例えば，
500hPa 高度)偏差に経験直交関数(EOF)解析
を適用することで定義される．対流圏中上層
高度の温暖化条件下の将来変化は，熱力学的
な変化および大気循環場の変化を含む．ここ
では，大気循環場の変化のみを扱うために，
熱力学的変化(気温上昇)があまり影響しな
いと考えられる海面更正気圧(Sea Level 
Pressure: SLP)の月平均値によって WP パタ
ーンを定義する．北太平洋中高緯度における
SLP 南北勾配は，WP パターンが正(負)のフェ
ーズのとき大きくなる(小さくなる)．  
この WP パターンの変化に対応した冬季波

高変化の日本沿岸に対する影響について，検
討した．JRA-55 にもとづく日本周辺の高解像
度波浪計算結果を用いて全球の波浪解析結
果をもとに検討を行った．冬季月平均波高と
WPインデックスの相関係数分布を図3に示す． 
日本海沿岸および東日本太平洋沿岸と西日
本太平洋沿岸の間で，WP パターンに対する波
高変動の応答は逆である．日本海沿岸および
東日本太平洋沿岸(西日本太平洋沿岸)では，
WP パターンが正のとき平均波高が減少(増
加)する．WP パターンに対する風速の変動に
ついては，日本海沿岸および東日本太平洋沿
岸と西日本太平洋沿岸の間での応答の逆転
は見られない．つまり，日本海沿岸および東
日本太平洋沿岸と西日本太平洋沿岸の間で
の応答の逆転は波浪独特の要因に因るもの
である． 
 最後に，北太平洋域における冬季平均波高
の将来変化予測を行った．波浪の将来変化予
測は，それぞれ(a) A1B シナリオにもとづく
シングル GCM アンサンブル実験(12 アンサン
ブルメンバー)，(b) RCP8.5 シナリオにもと
づくシングルGCMアンサンブル実験(4メンバ
ー)，(c) RCP4.5 シナリオにもとづくマルチ
GCM アンサンブル実験(8 メンバー)，(d) 
RCP8.5シナリオにもとづくマルチGCMアンサ
ンブル実験(8 メンバー)を用いた．いずれの

 
図 2 月平均波高 Hs に対する主成分分析の

モードの寄与率と時間変化 

 
図3 冬季月平均波高とWP インデックスの

相関係数の空間分布． 



将来予測においても，北西太平洋北緯 30 度
付近で波高の減少(最大-0.3m 程度)が見られ
た．一方で，北太平洋中央部から東部では，
波高増大または減少が見られ，予測結果間の
整合性の低さから予測の不確実性が高いと
いえる．以上の結果より，北西太平洋北緯 30
度付近の将来の冬季波高は減少する可能性
が高いことがわかった． 
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